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1.はじめに
明治政府は、最高学府と政府の教育行政機関としての役割を担う目的のため
に、明治2年7月、官制に「大学校」を規定し設立した。 いわゆる「文部省」
の前身である。 明治3年2月には、「大学規則」・「小中学規則」が大学にお
いて定められ、ここに新政府が総合的な学校設置計画を初めて示したのである。
明治4年7月、太政官布告「大学ヲ廃止シ文部省ヲ被置候事(1)」が出された。
この布告によって、文部省が従来教育機関および教育行政機関としての二重的
性格を有していた大学から脱皮し、教育行政のみを担当することとなった。 江
藤新平が最初の文部大輔に任命され、文部卿がまだ決められていない文部省で、
人的構成・職制の大綱策定に力を注ぎ、文部省の基礎を築いたと言える(2),ま
た「全国ノ学政ハ之ヲ文部-省二統フ(3)」と規定し、中央教育行政機関として
全国の学校を統轄することを明確にした。 近代日本を作っていくために、教育
が果たす役割の重要性から文部省の権限を強大なものにしようとした。 だが、
中央政府機関の中では古参である文部省が、実は弱体の官庁であった。 政府内
でも重要な会議のメンバーといえば、内務・外務・大蔵の各大臣であった。 文
部大臣は「伴食大臣」と軽視され、かかる表現がジヤ-ナリズム界でも頻繁に
使用された。 本来国民の資質向上を目指す教育担当の重要な機関であるはずの
文部省であったが、廃省論がたびだび登場する所以である。
古くは明治18年の内閣制度成立の直後から、文部廃省が問題となっていた。
それ以後も、文部省がおかした失政や失態が暴露されるたびに廃省論は浮上し
た4ォ明治36年にも廃省問題は発生した。 その前年末、全国的な規模で教育
行政官・教育者が逮捕される事件が起こった。 教科書疑獄事件である。 教科書
採択をめくる贈収賄が発覚し、文部省の権威は再び失墜することとなるOこの
事件後に文部廃省論が起こった。 本稿では文部省廃省論発生の政治的背景を明
らかにしたい。
2.視学制度と廃省論
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教科書疑獄事件により、教育行政にたずさわる府県視学宮や府県視学が収賄
の容疑で多数逮捕された(5),
教科書事件に就ては尚引続き視学官及師範学校長等の拘引者あらんも測り
難ければ文部省に於ては当分其補欠任命を為さざる方針に定めたり、(後略)
(6)
という新聞報道がある。 逮捕された府県視学宮や府県視学たちは文官分限令(7)
により休職扱いであった。 休職中でも休職俸を出す必要があったため、欠員を
補充する予算がなかったのである(8)。 また裁判で無罪が確定すれば復職が可能
であったため、新規に任命することもできなかったのである。 府県視学宮や府
県視学が欠員でも、教育行政上支障がなければ、その存在が疑問視される事態
も生まれた。 県教育行政のトップの立場にあり、優遇されていた府県視学官に
対する批判は以前からあったが、逮捕者が出るにいたっては視学制度そのもの
が問題となった(9)t視学制度は、「地方では教員人事の権限などを実質的にに
ぎり、監督的行政の性格を強く示した(10)」とあるように、教育行政に重要な
役割を果たした。 言い替えれば、視学制度は文部省にとってトレ-ドマーク的
な存在であった。 視学制度廃止が問題となれば、それは文部省自体の廃止にも
つながることであった。 事実、明治34年に府県視学官の費用が文部省から内
務省所管に移されたときに、
(前略)斯の省にして若し視学宮の廃止に同意すとせば、即ち是れ自滅に同
意するものなり。 故に文部省が、視学官廃止に同意せば、同省を廃止すべし、
又視学官を内務省所管に移すに同意すとせば、寧ろ同省を廃止して、内務省
内に文部局を置くべLと迄極言せしことあり(ll)。 (後略)
という意見があった。 視学制度の存続は文部省にとって重大問題であった。 府
県視学官費を文部省から内務省所管へと移した際に、視学制度の廃止は文部省
廃止を実施することと等しいという考えがあった。 明治36年5月、教科書疑
獄事件による府県視学官や府県視学の逮捕により、「府県視学宮廃止=文部廃
省」の関係が新聞や教育雑誌に登場した。 だが7月に入って、文部廃省は一層
世間をにぎわすことになった。
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3.児玉内相兼文相就任と廃省論
台湾総督児玉源太郎が桂太郎首相に宛てた、明治35年9月17日付けの
通の書簡(12)がある。資料整理封筒に記されている件名には、「教科書事件二
関スル件升五年九月十八日」と記されているその書簡は、
拝啓仕候然者文部之事も昨日如此決定仕候上ハ無猶渡御運ひ相成候方可然
乎と奉存候然カラサレハ漏洩之上他ヨリ助言セサル、之恐多し
発表ハ兎も角も動力ス不可程度迄二御内定相成し事ハ尤モ急早二奉願上候
要件如此謹言
という内容である。 この「文部之事」が何を意味するのかについては、梶山氏
が、「文部省の廃止、内務省への編入、いずれが「文部之事」として、桂、児
玉の内々で決定されていても不思議ではない(14)」と述べている。 明治35年
の段階で、児玉が以前から問題になっている教科書をめぐる諸々の事件(四ツ目
屋事件・名村事件等)を契機として、文部廃省を考えていた可能性があったこと
を示唆している。 明治36年、この書簡を書いた人物、児玉は内務大臣に就任
し文部大臣を兼任した。 児玉といえば乃木希典・東郷平八郎の名に隠れている
が、日露戦争において参謀本部次長として活躍した軍人である。 明治36年7
月、児玉の内相兼文相就任と同時に、文部廃省が世論をにぎわす事となった。
つまり、「児玉内相兼文相就任-文部廃省(内務省の文部省吸収)」と考えられ
たのである。
ここで、児玉が内相兼文相に就任した経緯について述べてみる。 明治36年
7月15目桂内閣改造に伴って、児玉は内務大臣に就任した。 内海内相の辞任
により、当初内務大臣のポストにだれが就くのか、新聞か取り上げている。
「後任は大浦警視総監らしい。 また警視総監の後任には、高崎大阪府知事では
ないか」とか、「大浦警視総監を法相に、清浦法相を内務大臣にしようと
したが、共に辞退した(16)」という推測もあった。 さらに「後任に松平正直を
推薦する者がいるとか、内海氏は青木周蔵氏を推薦している(17)」という記事
まで見られる。 人選が困難であった状況が読み取れる。 児玉伝によれば、
更に児玉に対して内相たることを乞ふたのは、桂の親友であると共に、此
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の凝滞亡き『断』と私心を挿まざる披璃のような明朗性に期待し、信頼した
が為でなければならぬ。 この人を顧問、副総理とし、桂・児玉・曽祢のトリ
オに依って難局を必ず突破し、新生面を打開しようとするのが桂の覚悟であ
り、大決心であったと見撤される(18)
と、桂首相からのたっての依頼であったと述べている。 一方、児玉自ら桂に訴
えたという表記のものもある(19)0 7月1日から17日までの新聞報道から児
玉の動きを見ると、伊藤博文・山県有朋・松方正義・兼松謙澄・桂首相との間
を頻繁に行き来している(20). 特に10日に桂を児玉・曽祢蔵相の2人が訪問
している。 この目、「内務大臣に就任したあかつきはこの行政整理に極力尽療
するつもりである(21)」と、児玉が述べたという。 桂が依頼したのか、児玉の
野心なのか明らかではないが、児玉は副総理的立場の内務大臣に就任した。
この2日後、文部大臣を兼任した。 なぜ内相が文相を兼任することになった
のかを、資料から探してみる0 桂内閣改造では、内海内相の病気による辞任だ
けでなく、教科書疑獄事件により菊池文相が、取引所間題で平田農商務相がそ
れぞれ引責辞任をしていた。 また、行政整理の断行を快'く思っていない芳川逓
相の辞任もあった0 つまり、桂は文相・農商務相・逓相の3つのポストを決め
なければならなかったのである。 桂太郎自伝によれば、「政府に於ては第一改
造をなし、第二行政の整理をなし、第三に対魯談判を開始するのに着手22」
することを決意し、児玉内相が文相を、曽禰蔵相が逓相を、清浦法相が農商務
相を兼任するという内閣改造をおこなったとある。 さらに続けて、
之れ三十六年の八月(ママ)にして、内閣改造を実行し、前に御前会議に於て
決定したる対露政策実行の準備にして、予が国家の「ベスト」を以て之れに
当らざるべからずと建議したる結果此変動にて(23)、
とあるように、内閣改造が目鼻戦争開戦を目前にした情勢を踏まえた上での実
行であった。 山県伝においても、内閣改造の目的は対露政策実行が第一(24)と
延べている。 また松方伝においても、桂内閣改造は
対露交渉の非常時局に直面し、内閣の動揺を以て不可なりと為し、元老一
致、内閣を改造して、国論の一致を図り、以て国難を救済せんとするが為て
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あった(25).
とある。児玉・骨禰・清浦の3相兼任の内閣改造には、重大な使命があった。
一方新聞報道によれば、当初「曽祢蔵相が農商務相を、清浦法相が文相を兼
任し、逓相は新人を考えていた。 その人物は大浦警視総監ではなかったか(26)」
というのである。 だが、
(前略)行政整理実行上三大臣ともに兼任を便とすとの主義より昨十六日
午前十一時首相邸に於る桂、清浦、曽祢、児玉四相密議の結果、児玉男文相
を兼任することとなり、(中略)而して曽祢男は曾て農相たりし事あれば省
内の事務に通ずると同時に情実をも知り過ぎ居れば行政整理を断行するに就
き寧ろ新顔の清浦男を可とすとて之に定まり、又今回の整理上最も緊粛を要
するは逓信なるを以て曽祢男自ら之に嘗り児玉男は台湾総督の兼任もあれば
比較的に閑散なる文相を取るに至りしとなり(27),
という記事がある。 内閣改造の目的は行政整理であり、児玉文相就任は、文部
大臣-伴食大臣という通りに文相という職が閑職であったので、台湾総督を兼
任している立場を考えてのことであった。 そして、3相兼任は行政整理断行の
ために閣員の人数をしぼり込み、その意識の統一を密なものにしようとした結
果であった。 第18議会において桂内閣は、海軍拡張費を捻出するために行政
財政整理、つまり行政改革を実施することを約束していた。 実際、この後行政
財政整理を目的とした両政整理会議が組織される. そのメンバ-は、児玉内相
兼文相・清浦法相兼農商務省・曽祢蔵相兼逓相の3人であった。 この3相には、
日露開戦にむけて、財政確保のため行政改革を実施する使命があった。
4.両政整理会議と廃省論
児玉・曾禰・清浦の3相による両政整理会議は7月半ばから9月半ばの2か
月間夏休みを返上して頻繁に開かれ、行政改革案を練っていた0 その方針は、
第1に地方財政の緊縮であり、第2に中央政費の削減であった(28),地方財政
では、府県郡町村の廃合を実施することであった。 両政整理会議では、「府県
も八府県を併合整理する案(29)をもっていた。 中央財政については、鉄道会議
・農商工高等会議・政務調査委員会などの各種の調査委員会を行政整理のため
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整理するというのであった(30)c次に考えられたのが、文部省と農商務省の廃
止であった。 清浦は、
三十五年の桂内閣のときは、貴族院方面からしても一般の世論からしても、
どうしても行政整理をせねばならぬと云ふ議論があって、児玉陸省が文相を
兼ね、曽祢大蔵と農商務の私の三人が、行政整理調査委員となって、随分思
ひ切った整理をやる積りで調査を進めた
と自伝の中で述べている。 さらに「確かに省も二省を廃合し」とある。
また桂の発言として、
(前略)整理委員は屡ば会合して、行政整理の方法を講じ、根本的整理の
立案を講じ、中には文部省並に農商務省廃止の問題さへ起りたりき(33)。
とある。2人の談からすると、文部省と農商務省とともに廃止されようとして
いた。清浦は、さらに「この案は今日も内閣に保存されてあるかどうか知らぬ
が」と述べているので、国立公文書館等の調査によれば、両政整理会議の記録
は残っていなかった。 だが推測するに、当初両政整理会議は、行政整理断行の
ため文部省を廃止する方向で話し合ったはずである。 当時政界で力を持ってい
た山県有朋の発言で、「少し突飛だと云ふ御叱言を言はれた位で(34)」という
ものがある0両政整理会議のメンバーは、山県のお墨付きがあったため大胆な
方針を立てていたと考えられる。
児玉伝によれば、
当時の新聞には児玉男が「文部省を廃止すべし」と唱へたと報道し、酉に
文部の吏僚達を呆然たらしめたのみでなく、世間をも「アツ!」と云はした
が、文部省の廃止と云ふことは問題になっていた
と書かれているように、児玉自身が文部廃省を直接口に出したかのような報道
がなされたとある。 そこで当時の新聞『大阪朝日新聞』・『神戸又新日報』の
2紙を見たが、児玉の発言という記載を見つけることはできなかった。
では、一体だれの口から文部廃省が出て来たのだろうか。 7月20日の「文
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部省廃止説」という記事で、
文部省を廃止し、学校の監督及び統一は東京大学総長に一任すると共に総
長を親任官となし更に内務局に一局を設けて学政を掌らしむること恰も、台
湾総督府と内務省台湾課を両立しある如き組織なさんとは曽禰蔵相の思付に
て、法制局参事官中には盛に此節を賛成するものあり、児玉新文相も甚しき
反対を為さざる由、併し-の成案として閣議に上りたるにあらず、只蔵相の
口より出で噂となりたる迄に過ぎず
とあり、文部廃省の発言者は曽禰蔵相だというのである。 彼は、桂内閣発足当
時からの大蔵大臣であり、第16議会から桂首相と共に激しい政党との対立の
中を潜り抜けてきた人物でもあった。 また、財政的にも数多くの問題を抱えて・
いる日本の現状を熟知している人物でもあった。 その人物が、財政削減策の一
つとして内務省の文部省吸収を考えたとしても不思議ではない。 単なる思い付
きという表現ではあるが、台湾統治の例を引合いに出しているところからみる
と、ある程度熟知したものではないかと思われる。 文部廃省は、確かに政府の
両政整理委員会では考えられていた。 内相兼文相という立場にいた児玉個人の
発言として文部廃省がいわれるが、あくまで政府の方針であったと考えられる。
だが、9月19日の臨時閣議において、両政整理会議の一応の結論がまとま
った。もはや両政整理会議の必要性がなくなり、3相兼任は解任された。 桂首
相(留)・児玉内相兼台湾総督(留)・小村外相(質)・山本海相(留)・寺内陸相(留)
・曾祢蔵相(留)・清浦農商務相(留)・波多野敬直法相(新)・大浦兼武逓相(新)
・久保田譲文相(新)という内閣が出来上がった。
久保田文相の就任は、
(前略)久保田氏は貴族院に於ける政府反対の壊将にして、学制研究会に
接りて政府の-敵国となり頗る民間の輿望を負へる人なり、然るに此人が入
りて文部大臣の地位を占むるを見ては誰か意外に感ぜざるべき(37)、
とあるよう,に人々にとって意外なことであった。 なぜならば文部廃省を進めよ
うとしている政府が、文部廃省反対の側にたつ久保田を入閣させたからである。
よって、この時点で、文部廃省はありえないということが明らかになった。 1
1月12日の新聞には、「明治三十七年度予算概要」が記載されている
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その中に、府県整理減として48万9千円という金額があがっている0 府県郡
町村の廃合を実施しようとしていたことは、明白である。 しかし、文部省・農
商務省廃止の項目はない。 7月下旬の段階では、両政整理会議は文部廃省を考
えていたのは事実である。 だがたとえ文部省を廃止したとしても、その業務は
どこかが受け持たなければならない。 費用的に見ても、それほど多くの削減に
はならないことが報道されている(39). よって、メリットの多くを望めない文
部廃省を断念したと考えられる0
5.軍人児玉文相
児玉の教育観をみると、次のことが言えよう。 明治20年6月に、児玉は監
軍部(教育・錬成の担当で、後の教育総監部)の参謀長に就任している。 同年
10月には、初代陸軍大学校長も兼務することになっている40。 陸軍内にお
いて、児玉は教育と深くかかわる立場にいたのである。 また児玉は徳山藩の出
身であるが、明治35年、その郷里徳山の旧邸内に「三五庵」という別荘を建
てている。 そして、
(前略)「三五庵」のほかに、「児玉文庫」も建て、プライベート・マネ
-で内外の書籍を買いあつめ、郷土の子弟らに読ませた(41。 (後略)
とあるように、当時文部省の認可を受けることが必要であったにもかかわらず、
私設図書館「児玉文庫」を郷里に建設し、「(明治36年1月)二十三日午前
十時より郷里徳山町にて開庫式に出席」している。 以上の点からしても、
児玉は本来教育に熱心であり、関心をもっていたと考えられる。 嘉納治五郎も、
文相児玉を誉めている(43ォ若渓派の中心人物であった嘉納が、児玉を誉める
意義は大きい0 なぜなら、教科書疑獄事件で多くの逮捕者を出したのが若渓派
であったことに対して、「若渓派と云へば収賄者の寄合なり(44)」という児玉
文相の放言が新聞に掲載されているからである。 若渓派にとって児玉文相の発
言はおもしろくないであろうし、よい感情を持っているはずはない。 にもかか
わらず、児玉文相を誉めていることに注目したい。 わずか2ケ月の文相在任で
あり、その間廃省間蓮に揺れたが、児玉は教育を重視したゆえに嘉納の評価に
なったのではないか。
児玉が両政整理会議のメンバ-として、文部省の業務を内務省に移行させよ
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うとしたのは、反対に教育の力を強化させるためではなかったか。 当時の内務
省は、警察・土木・衛生・宗教等を掌握していた(45). 強大な力を持っている
内務省が教育を掌握すれば推進が可能であるという考え方をしたのではないか、
と推測する。
6.おわりに
教科書疑獄事件を契機として視学制度が問題となり、文部廃省が取りざたさ
れたOさらに、児玉の内相兼文相就任が、一層文部廃省に拍車をかけた. 明治
36年の文部廃省の背景として、二つの事が考えられた。 児玉の内相兼文相就
任は職務上を理由にあげているが、内務省に文部省を吸収させる目的に行われ
たと取られてもしかたがない。 事実、児玉等の両政整理会議は文部省廃止を考
えていた. それは、あくまで行政整理の一環としてであった。 しかし、行政整
理は表向きの理由ではなかったか。 文部省は視学制度や教科書検定制度にかか
わる問題を抱えていた. 梶山氏の述べているように、明治35年、桂宛の書簡
が書かれた時点で、政府は「文部之事」、つまり文部省の行く末を何らかの形
で考えていたと推測できる。 そのつながりとして、明治36年の内閣改造によ
る児玉内相兼文相就任、さらに行政整理の一環としての文部廃省へ関連付けら
れる。また明治34年の府県視学官の費用を文部省から内務省へ移すことを決
定したことも考えあわせれば、内務省の教育掌握が見え隠れする。 内務省と文
部省の関係をさらに明白にする必要がある。 また、石川氏が「陸軍は日露の風
雲急なおりから文部省のやり方に不満で、山県大将は教育参謀本部案をもって
いるといわれた」と述べている(46)ように、背景に軍の力が働いていたかどう
かを明らかにしなければならないであろう。
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